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平 成 2 5 年 9 月 1 0 日 本会議発言  
質 問 項 目 要 旨 

 
１ 発達障がい児童の進学へ

の  道筋について 

① 県立中央高校で「支援教育」が施行された
後、対象となる御家族に対し、高校で受け

入れが開始されている事の周知や、来年度

対象となる生徒が高校へ進学するための

要件などの周知について、現在どのように

行われているのか御聞かせ下さい。 
② 対象となる児童・生徒の進学へ向けての体
制作りは喫緊の課題だと考えます。甲府市

全体の取組として、発達障がい児童や生徒

の高校進学への啓発活動や、進学へ向けて

の体制作りについて、今後どのように進め

て行かれるのか。当局の御所見をお示し下

さい。 
 
 
 
 

 
２ 防犯街路灯の LED補助拡
大について 

本市の防犯街路灯の 20，000灯強を LED
化する事による電力消費量削減での大幅な

Co2 削減効果は計り知れず、産業廃棄物の
大幅な低減効果も併せて計り知れません。

更に設備費用対効果がそれぞれ劇的に見込

まれ、自治会からのニーズ、市民要望も非

常に高い問題であります。この様な様々な

好い条件から、甲府市全自治会への防犯街

路灯 LED化に資する大幅な補助拡大を、よ
り一層充当して戴きたいと考えますが当局

の御見解を伺います。 
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質 問 項 目 要 旨 

 
３ 甲府市のがん予防対策の

推進について 

① 本市「肺がん検診時」の、CT 検査につい
ての今後の進め方、方向性などの道筋につ

いて、御所見をお聞かせ下さい。 
② 「平成 25 年度版、山梨県がん対策推進計
画（第２次）   アクションプラン」に

記載ある取組区分の「本市の取組」として

「がん教育」に相当するであろう「普及啓

発と学校現場での学習活動」の「がん予防

の普及啓発を推進」について、どの様に施

策を推進して行かれる御考えなのか、当局

の見解を御聞かせ下さい。 
 
 
 
 

 
４ 防災・減災の観点からの

流域治水対策について 

① 流域治水対策は喫緊の課題であると考え
ます。   そこで貯留や浸透に適した地

盤かを判断するため、市内地盤の浸透機能

調査をまず行い、それぞれの施策実行がど

の地域で可能かを判断する調査が必要で

あると考えます。当局の御所見をお聞かせ

下さい。 
② 本市として河道拡幅の遅れにより浸水被
害への防止対策を遅らせる訳には行かな

いと考えます。過去仮庁舎にも設置されて

いた浸透枡などの様に、大きな面積を有す

る既存や新規の市施設に対し、効果が有る

貯留や浸透何れかの方式での流域貯留浸

透事業を行う事は必要と考えます。当局の

御見解をお示し下さい。 
 
 

 
以下、2013年 9月甲府市議会本会議定例会で行った、市政一般質問を掲載いた
します。 今後も議員活動の報告として、議会報告を行って参ります。 
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 ○「発達障がい児童の進学への道筋について」 
  
この質問を行う事となった経緯につきましてですが、一人のお母さん  からの市民

相談でした。子供の行く末を案じ、自立の道の一歩である高校 進学からについて同

じに悩んでいるお母さん方の代弁者として、今回御相談を受けました。 
 甲府市当局も教育長自らが答弁に立たれ、前向きに「親身になってきめ細かな進

路指導ができる体制づくりや、保護者にも信頼され安心していただけるように、進路

指導に当たる教職員、関係者の資質向上についての取り組みを今後さらに充実させ

ていきたいと考えております。」と頂きました。 
 

 ２０１３年９月本会議での市政一般質問を行わせていただきます、

公明党の佐野弘仁でございます。どうかよろしくお願いをいたしま

す。 

初めに、発達障がい児童の進学への道筋について質問をいたします。 

発達障がいで特別に支援が必要な児童生徒は、小中学校の通常学

級で学ぶ子供の６．３％を占め、全国で約６８万人にも上ると言わ

れています。１クラスに２人くらいは発達障がいの子供たちがいま

す。決して珍しい障がいでないことは社会的にも認識のあることと

承知をしております。 

障がいの程度が軽く、一見普通と変わらない子供たちを軽度発達

障がいと呼び、高機能広汎性発達障がい、注意欠陥多動性障がい、

学習障がいの３つが代表的なものであります。 

しかし、このような発達障がいを抱える子供に対し、義務教育中学
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校まで充当されていた施策も、高校進学やその後の社会的自立とな

ると、障がいの程度は軽度でもなかなか進学などは難しい状況もあ

りました。 

地域で発達障がいの子供さんを持つ親御さんから受ける相談は、

まず、義務教育終了後のことが一番の心配であるといただいており

ます。これはまた、同じように多くの市民からも同様の相談をいた

だくことが多いのであります。 

この問題の根本は、軽度であればあるほど、基本的に発達障がい

というだけで受け入れてもらえる高校がなかなか見当たらなかった

こととともに、軽度であることで特別支援学校への編入を希望して

みても、ＩＱの高さなど知識障がいとは違うため、高等部があり比

較的自立の道が開かれていると言われる特別支援学校への編入もで

きないこと。したがって、その後、支援学校を経て授産施設などで

働くという自立への道も難しいこととなっている現状であります。 

このような住民からの社会的ニーズが高まっていることから、山

梨県も発達障がい生徒への積極的施策として、障がいを持つ子供た

ちへの教育の門戸を開くことを目指し、平成２４年度から山梨県立

中央高校を３部制とし、生きる力を育む学校を目指しての特別支援



6 
 

充実で支援教育が強化されております。 

しかし、大きな変化点となる新たな施策がスタートしたにもかか

わらず、対象となる親御さんに新しい制度が余り知られていない場

合や、制度そのものを知っていても、子供の状態と進学に適用でき

る条件などが合わないと思うなどの理由から諦めている場合もあり、

このことから、制度施策について、本市としても対象となる市民の

理解を深めてもらうようによく周知する必要があると考えます。 

また、多くの親御さんが、進学を含めどうしていくのが子供の将

来にとってよいか、不安を抱えている現状であります。新たな進学

制度が導入されたことですので、御家族が小学校段階から準備がで

きるように、学校現場を中心に、本市窓口でも発達障がい生徒の高

校進学に特化させた教育相談を受けることが、今後において必要だ

と考えています。 

そこで、以下、質問をいたします。 

県立中央高校で支援教育が施行された後、対象となる御家族に対し、

高校で受け入れが開始されていることの周知や、来年度対象となる

生徒が高校へ進学するための要件などの周知について、現在どのよ

うに行われているのか、お聞かせください。 
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２点目として、対象となる児童生徒の進学へ向けての体制づくりは

喫緊の課題だと考えます。 

甲府市全体の取り組みとして、発達障がい児童や生徒の高校進学へ

の啓発活動や、進学へ向けての体制づくりについて、今後どのよう

に進めていかれるのか、当局の御所見をお示しください。 

 

○甲府市教育委員会 長谷川義高教育長。答弁 

 発達障がいのある児童生徒の進路指導についてお答えいたします。 

平成１９年度に特別支援教育が導入されて以来、発達障がいを含む

障がいのある子供たちの乳幼児期から成人期に至るまでの一貫した

相談支援体制の必要性が高まってまいりました。 

このような中、本市では、特別支援教育にかかわる専門家チーム、

巡回相談チーム、発達相談員、就学相談員などを配置し、学校、保

護者、児童生徒への相談、助言を行ってまいりました。 

御質問にありましたように、県立中央高校におきましては、ソーシ

ャルスキルトレーニングの充実、特別な支援を必要とする生徒への

支援の充実など、高校における支援教育の取り組みが始まっており

ます。 

これまで中学校卒業後の進路指導につきましては、各中学校が主体
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となり、さまざまな進路情報を提供するとともに、当該生徒の実態

把握に基づき、生徒及び保護者との個別の話し合いをもとに進めて

まいりました。 

今後は、発達障がい及びその傾向のある児童生徒の進路指導は、本

市の特別支援教育における重要な課題であると捉えていることから、

早い段階からの進路情報の提供を初め、教職員の進路指導の情報交

換会や研修会を行うなど、児童生徒一人一人の特性に応じた適切な

進路指導が行えるよう努めてまいります。 

以上でございます。 

 

○ 佐野弘仁 再質問 

 詳細な御答弁、大変にありがとうございました。 

本市でも、進学要件を満たす生徒に対しては、これから一層の支援

とケアが必要であると思いますし、将来に不安を抱える御家族には、

当局御答弁のとおりに体制をつくって説明を行うことは必要である

と思います。山梨県の施策にて進学への門戸が広がるとともに、社

会的自立支援も広がる支援教育導入の３部制の開始となったわけで

あります。 

そこで、１点、再質問をいたします。 
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体制づくりの具体策として、親御さんから個別に進路相談を受けら

れるよう、学校だけでなく、専門の進学相談窓口を甲府市教育委員

会でも設置し、住民からの相談を広く受けられる体制の構築など、

きめ細やかに対応する相談や、さらに専門員の育成などについても

必要と思われます。 

この点の今後について、もう少し具体的な方策等、お考えがあれば、

御所見をお示しください。 

 

○ 長谷川教育長。再質問答弁 

 再質問についてお答えします。 

発達障がいを持つ子供たちを含め、甲府市の子供たちの個性を伸ば

し、長所を生かしていけるような進路指導に導いていくこと、また、

個々の障害による困難を改善、克服する指導を通して、一人一人を

大切に育てていきたいと考えています。 

現在でも、進路指導などについては、学校現場ばかりではなく、甲

府市教育委員会の学校教育課や教育研修所において、指導主事等を

中心に相談に応じておりますが、先ほど御答弁申し上げましたよう

に、親身になってきめ細かな進路指導ができる体制づくりや、保護

者にも信頼され安心していただけるように、進路指導に当たる教職
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員、関係者の資質向上についての取り組みを今後さらに充実させて

いきたいと考えております。 

以上でございます。 

 

○佐野弘仁。再々質問・要望 

 縷々詳細な御答弁、また、前向きな御答弁、本当にありがとうござ

います。 

新たに開かれた道筋であります先ほどの前段、それぞれ非常に前向

きな御答弁をいただき、本当に感謝をいたします。早速、皆さんに

お伝えをしたいと思います。 

最後になりますが、どうか県都甲府市が他市町村に先駆け、発達障

がい児童生徒に寄り添い、児童生徒が希望を持って進学を目指して

進んでいける体制づくりをますます発展させていただきますように

お願いをし、この要望を付して本項目を閉じさせていただきます。 
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○「防犯街路灯のＬＥＤ補助拡大について」 
 
この質問を行う事となった経緯につきましてですが、地元地域の自治会長さんから

の市民相談でした。 
 自分の地域から地球環境の保全や改善に繋げたい、できる事からやりたいとの思

いを述べられていた会長さんの姿が非常に印象的でした。しかし残念な事に、また惜

しくも、この春亡くなられてしまいました。甲府市政策が進んだ事をご報告したかった

のが心残りですが、この事は甲府市民の自治の精神にも輝くものと確信しています。 
 甲府市当局も甲府市長宮島雅展市長自らが答弁に立たれ、推進するとの答弁と 

共に、企画部長からは甲府市全域の防犯街路灯全灯の交換との答弁を戴きました。 
 

次に、防犯街路灯のＬＥＤ補助拡大についてお伺いします。 

２年前の２０１１年９月本会議一般質問にて、ＬＥＤ防犯街路灯補

助拡大の質問をさせていただきました。このときの当局御答弁の要

約として、まず、防犯街路灯の資産所有はもともと自治会が維持管

理をしていることとともに、蛍光灯からＬＥＤ灯への交換について

は、初期費用が大きいため、相当の自治会負担が生じることと、申

請自治会に偏りが見られること、また、コスト面から検証しても、

初期費用に対し、街路灯の電気料金は定額制で安価に設定されてい

るため、電気料金の軽減等ランニングコストを考慮しても、コスト

面でのメリットは薄いと考えられるとありました。 

これからちょうど２年を経過したわけですが、福島第一原子力発電

所事故以後、政府のエネルギー政策も大きな転換期を迎えました。
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そして、東京電力を初めとした電力会社各社も、２０１１年末から

防犯街路灯通常４０ワット料金体系に加え、ＬＥＤ機器用の１０ワ

ット電力料金体系として、従来から４分の１に低減された料金体系

の創設などと状況は大きく変わり、料金の面からの設備投資費用の

償却期間の縮減が可能となり、ランニングコストの劇的な低減を推

進できる条件がそろいました。 

そして、初期投資費用も民間資金を利活用したリース方式も多く用

意され、多数の自治体でＬＥＤ式照明の導入に動いております。現

在のリース方式を一部見てみますと、国内企業の大手電気メーカー

が参入しております。商品性能保証はもとより当然なこととして、

点灯すべき時間帯の点灯保障、ＣＯ２予定削減量を制定し、そこか

ら実際に保証する削減量を設定、保証する削減量を下回れば、メー

カー側がペナルティーを支払うことまでが保証されています。この

ように、自己資金からリースまでと大幅に選択肢がふえ、当時と比

べて大きく状況がさま変わりをしています。 

この分野では、公明党も全国で強力に推進をしております。大阪府

では、幹線道路の照明灯を全てリース方式によるＬＥＤ化が府市協

調して取り組まれています。 



13 
 

茨城県取手市での推進では、２０１１年１１月に、蛍光灯を使用し

ている市内の防犯灯約 

９，７００本をリース計画によるＬＥＤ照明にかえ、２０１２年４

月から５カ月かけて切りかえを推進しました。 

また、千葉県茂原市では、２０ワット形蛍光灯の防犯灯７，４５０

灯全てをＬＥＤ防犯灯にし、２０１２年７月末から９月末で全て終

了しました。 

平成２４年度版の甲府市地球温暖化対策実行計画には、東日本大震

災もあった影響で、ＣＯ２排出量等は国の指針により明確になった

段階で見直しとしています。しかし、甲府市では、この庁舎建てか

え時に全ての蛍光管をＬＥＤ方式にかえた結果、数値の上から電気

料金やＣＯ２削減量の大幅な縮減と低減ができたことを、市当局や

我々は一致して承知しているところでもあります。 

しかも、現在の電力事情といえば、火力発電所の稼働アップ等によ

り、ＣＯ２排出量が大幅に増加しています。孫子の代１００年後の

世代にも残せる地球環境を目指し、我々の世代がライフスタイルの

転換を図り、このような地球温暖化対策に大きな効果が期待できる

箇所については、早急にＣＯ２削減に努めるべきであると考えます。 
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そこで、質問します。 

本市の防犯街路灯の２万灯強をＬＥＤ化することによる電力消費量

削減での大幅なＣＯ２削減 

効果ははかり知れず、産業廃棄物の大幅な低減効果もあわせてはか

り知れません。さらに、設備 

費用対効果がそれぞれ劇的に見込まれ、自治会からのニーズ、市民

要望も非常に高い問題であります。このようなさまざまなよい条件

から、甲府市全自治会への防犯街路灯ＬＥＤ化に資する大幅な補助

拡大をより一層充当していただきたいと考えますが、当局の御見解

を伺います。 

 

○甲府市長 宮島雅展市長 答弁 

 佐野議員の御質問にお答えをします。 

防犯街路灯のＬＥＤ化への補助拡大についてです。 

本市の地球温暖化対策実行計画におきましては、公共施設や公園、

学校の高効率照明への転換を推進するとともに、自治会が設置・管

理している防犯街路灯のＬＥＤ化の補助制度の拡充を図っていくこ

ととしています。 

防犯街路灯のＬＥＤ化につきましては、平成２４年度に調査研究を



15 
 

行ってまいりました。 

この結果、防犯街路灯全てを蛍光灯からＬＥＤ灯へ交換することに

伴う効果につきましては、平成２４年度を基準としますと、ＣＯ２

の排出量は年間１，０００トン以上が削減され、電気料金は年間で

約４０％、約２，３００万円の削減効果が見込まれています。 

現在の甲府市街路灯補助金交付要綱におきましては、補助限度額を

１灯当たり１万４，０００円と定めていますが、今後は自治会が所

有する防犯街路灯を蛍光灯からＬＥＤ灯へ交換する経費の３分の２

に相当する額を補助し、その限度額につきましても２万円に引き上

げ、平成２６年度から平成３０年度までの５カ年で集中的にＬＥＤ

化を促進してまいります。 

今後につきましては、補助制度の拡大に向け、自治会に対して制度

の周知を図るとともに、 

ＬＥＤ灯の設置に係る経費や設置間隔、高さなど、適正な設置につ

きまして助言を行ってまいりたいと考えています。 

御理解を賜りたいと存じます。 
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○佐野弘仁 再質問 

 市長から直接に前向きな御答弁をいただきまして、大変にありがと

うございます。 

今の宮島市長の御英断で、懸案のＬＥＤ化補助拡大が重点的、集中

的になされるということですので、当局も所有権や公平性の問題な

どの諸課題をクリアされてということだと思います。市民や自治会

にとっても本当にありがたいことであると考えます。 

それでは、平成２６年度からの拡大について、もう少し詳細をお聞

きしたいと思いますので、再質問させていただきます。 

先ほどの御答弁の要旨ですが、今ちょっと書いてみたんですが、Ｌ

ＥＤ化促進の取り組みで、平成２６年度から自治会の防犯街路灯を

ＬＥＤ灯へと交換に要する経費、補助事業について重点的に行って

いくというふうにありましたが、どのように重点的に行われていく

のか、もう少し具体的にお示しいただければと思います。今言える

範囲でよいので、どうかお聞かせください。よろしくお願いします。 
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○企画部 小宮山稔 企画部部長 再質問答弁 

 重点的にというのはどのような範囲かという話ですが、来年度の予

算のことになるので、余り詳しく立ち入ったことはできませんが、

今、市長の答弁があったとおり、所有権の関係は昨日も質問があり

ましたけれども、自治会のほうにそのままお願いをしたいという話

で、金額的には相当額を５年間の間に注ぎ込んで、全てかえていこ

うというふうな考え方でおります。 

 

○佐野弘仁 再々質問・要望 

 前向きな御答弁を重ねていただきまして、大変にありがとうござい

ます。 

２年前、この質問を行いましたのは、地元伊勢の元連合会副会長か

らの御相談からでした。宮島市長の御答弁と同じく、この副会長も

自分の地域から地球環境をよくしたいというふうに考えて、自治会

内全防犯街路灯３４灯をＬＥＤ化したいと市に要望をしました。当

然、時至らずで可能とはなりませんでしたが、その年、２０１１年

１０月に自治会総意で本市初の全灯ＬＥＤ化を実施されました。副

会長には先ほどの市長の御答弁等を御報告したかったのですが、残

念なことに今年の春、亡くなられてしまいました。あの質問から２
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年、今回、市政として前へ進むこと、これは意思を受け継いでおら

れる後任の会長さん、御家族や地元地域自治会の方々、そして市民

の皆さんにも市長の御答弁をお伝えさせていただきたいと思います。

皆さん、本当に喜んでもらえると思います。 

いずれにせよ、ＣＯ２削減での地球環境改善を目指し、ＬＥＤ化へ

の補助拡大という点で設置を充当していただくことを要望しまして、

次の質問に移らせていただきます。 
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○「甲府市のがん予防対策の推進について」 
 
この質問の「がん教育」につきましては、浜四津元公明党代表代行と共に「が

ん対策推進法」の成立に尽力された岩切隆司さんにもご教示頂きました。今が

んは二人に一人が罹患する病、できるだけ多くの市民が健康で長寿を目指せる

施策と成るようにと考えております。 
 

３つ目として、甲府市のがん予防対策の推進について質問をいた

します。 

第２次健やかいきいき甲府プラン記載の主要死因別死亡数の推移

データの死因トップは、２００３年から２００８年まで、悪性新生

物、いわゆるがんが死亡原因の１位であります。また、がん発症部

位死亡率の内訳は、気管・肺の発病が２００８年まで一番多いこと

が確認されております。とともに、厚生労働省の国民生活基礎調査

による都道府県別喫煙率データには、２０歳以上の成人男性で時々

または毎日たばこを吸う日があるの近傍２００７年データを見ると、

全国３９．７％に対し、山梨県は４１．６％と全国平均より高い喫

煙率であり、甲府市も山梨県とほぼ同等数値の高い傾向性が推察で

きるものであります。 

このことから、山梨県策定の平成２５年度版山梨県がん対策推進

計画（第２次）アクションプランでは、第２章各施策別の取り組み
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と推進体制、１、がんの予防の項目が１、たばこ対策であることか

ら、前出数値データ等を勘案し、啓発に主眼を置いて予防措置対策

を重点的に行おうとしていることは容易に推測ができます。 

山梨県の平成２５年度版アクションプランに記載のある各市町村

別の本市取り組み部分を見てみますと、がんの予防第１項目に、同

じくたばこ対策や喫煙の健康への影響等の普及啓発を推進と掲げて

いることで、本市も山梨県の動向やこれらデータを参考に、総合的

に判断して施策目標にしているものと考えております。 

さて、検診における肺がんの発見についてであります。 

現在行われている胸部レントゲン撮影でがんは発見しやすく、早期

発見できれば、早期治療で死亡率を減少させられるとのことから、

現在、国も肺ＸＰ検診を推奨しています。 

しかし、２０１０年１１月、アメリカ国立がん研究所は、低線量

ＣＴによる肺がん検診が肺がん死亡率の減少に効果があることを発

表しました。さらに、２０１１年１０月、同研究所は、２００２年

から開始した別の研究、ＰＬＣＯがんスクリーニング試験の追跡調

査の結果を解析し、年１回の定期的な胸部Ｘ線検査を受けても、肺

がん死亡率の低下が認められなかったと発表しました。 
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これらの結果から、対策型検診として、低線量ＣＴによる肺がん

検診が推奨される可能性が出てきたのです。県内市町村でも補助を

設け、住民が一部自己負担し、任意での低線量ＣＴ肺がん検診が実

施されていることを確認しています。 

次に、がんの未然予防として有効な手だてのもう１つは、小さい

ころからのがん教育であります。取り組みが大事なことについては

議論をまたないことでありますし、山梨県の第２次アクションプラ

ンにおける本市の取り組み区分の中でも、普及啓発と学校現場での

学習活動の取り組みとして、がん予防の普及啓発を推進とあります。 

公明党としても、これまで、国会審議等でがん教育の必要性に  

ついて、単にがんという病気を子供たちに教えるのではなく、がん

を通じて命の大切さを育む教育とせよと訴え、本年５月２４日、正

式に下村文部科学大臣にがん教育検討会の設置を提案、７月２６日

に設置され、文部科学省が公益財団法人日本学校保健会にがんの教

育に関する検討委員会として、医師や学校関係者、がん経験者など

９人の構成にて、がん教育のあり方の検討が終わり、来２０１４年

度は国として全国の学校でどの程度がん教育が行われているか調査

するとともに、モデル校を選定して、２０１６年度までの３年間で
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先進的な教育を行うこととなりました。 

ここに来て早くも既に先進市事例として、京都府と東京国立市が

がん教育の実施に名乗りを上げ、授業としてたばこの弊害を中心に、

小学校五、六年生を対象に実施されたそうです。 

そこで、１点目の質問です。 

本市肺がん検診時のＣＴ検査についての今後の進め方、方向性 

などの道筋について御所見をお聞かせください。 

２点目の質問です。 

平成２５年度版山梨県がん対策推進計画アクションプランに記載が

ある取り組み区分の本市取り組みとして、がん教育に相当するであ

ろう普及啓発と学校現場での学習活動のがん予防の普及啓発の推進

について、どのように施策を推進していかれるお考えなのか、当局

の見解をお聞かせください。 

 

○福祉部 長田敦彦 福祉部長 答弁 

がん予防対策の推進についてお答えをいたします。 

本市における平成２３年の死因別死亡順位の１位は悪性新生物、い

わゆるがんであり、また、がんの部位別死亡数で見ますと、気管、

気管支及び肺のがんが１位となっております。 
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こうしたことから、肺がん予防対策として、まちなか健やかサロン

における禁煙教室の開催、特定健診後の保健指導においての禁煙指

導、また、４０歳以上の方を対象に胸部レントゲン検査を無料で実

施するなど、肺がんの予防、早期発見に向けた取り組みを行ってお

ります。 

御質問の低線量の胸部ＣＴによる肺がん検診につきましては、 

アメリカにおける研究結果から、その有効性が認知されつつありま

すが、国が定める肺がん検診ガイドラインにおいては、死亡率減少

効果の有無を判断する証拠が不十分であるとし、集団を対象とした

対策型検診としては推奨されていない状況でございます。 

こうしたことを踏まえ、肺がん検診に低線量ＣＴ検査を位置づけ

ることにつきましては、今後の国の動向や他都市の実態等を調査し、

検討してまいります。 

以上でございます。 

 

○甲府市教育委員会 長谷川義高教育長。答弁 

 がん予防の普及啓発の推進についてお答えいたします。 

現行の学習指導要領においては、小学校五、六年生の保健学習「生

活のしかたと病気」の中で、がんについては生活習慣が関係する病
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気の１つとして学習し、中学校においては、保健の授業「喫煙と健

康」の中で、喫煙と肺がんとの因果関係、喫煙者のがん死亡率など

について、具体的な数値を挙げてその危険性について学習しており

ます。 

また、昨年１０月には、山梨県より各中学校に配付されましたがん

に関する普及啓発（学習活動）リーフレット及び普及ＤＶＤを活用

して、がんの予防等に関する普及啓発に努めているところでありま

す。 

今後におきましても、がんの予防及び早期発見などに関する児童

生徒の理解や関心を深めることは重要であることから、国や山梨県

の取り組みを注視しながら、校長会、教頭会等を通してがん教育の

普及啓発のさらなる周知を図り、各小中学校において創意工夫しな

がら、がんの予防等に関する学習活動に取り組んでまいります。 

以上でございます。 

 

○佐野弘仁 再質問 

 それぞれ詳細な御答弁を大変にありがとうございました。 

初めに、１点目のＣＴ検査実施について、まず再質問をいたします。 

専門的見地はさておきますが、県内各市町村のＣＴ検査実施の補助
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実態としましては、中央市は４０歳以上の方に本人自己負担金３，

０００円で実施、韮崎市、４０歳以上、２，０００円で実施、北杜

市、上野原市、富士吉田市、西桂町、鳴沢村などの県内７市町村で

は、既にそれぞれ補助を設けて低額な自己負担で実施がされていま

す。信頼でき得るデータや、県内や全国でも数多くの先進事例が既

にあります。市民に応分の負担をお願いして、本市財政負担を軽減

してでも、皆さんの健康を考えて実施することも必要と考えますが、

いかがでございましょうか。このことはまず再質問をいたします。 

続けて、２点目のがん教育に対しましても、あわせて再質問をし

ます。 

前段質問で述べました京都府の例としましては中川恵一東大病院准

教授が、国立市では樋野興夫順天堂大学医学部病理・腫瘍学教授が

講師として担当され、小学校五、六年生を対象にがん教育授業が実

施されたとのことです。国立市の事例を引くと、樋野教授の授業テ

ーマは命を大切にであり、内容はがん予防、がん検診、たばこの禁

煙運動、がん患者や近親の方々へ寄り添う姿勢の指導、小児がん支

援、いじめ等の多岐にわたり、予防からのがん疾患の現状と今後の

課題を学んだそうです。 



28 
 

本市は、市立甲府病院の緩和ケアの先生やドクターを講師にお願い

し、小中学校児童生徒への生きた授業としてがん教育ができる環境

であります。学習活動の具体策として、がん教育授業についてもう

少し具体的なお考えがあればお聞きしたいと思います。御答弁をよ

ろしくお願いいたします。 

以上２問、再質問への御答弁、よろしくお願いをいたします。 

 

○福祉部 長田敦彦 部長 再質問答弁 

 再質問にお答えをいたします。 

お尋ねのＣＴ検査における補助制度でございますが、実施をしてお

ります県内他自治体の状況は承知をしております。 

その前提、状況はさまざまでございまして、例えば補助を実施して

いる一部の自治体におきましては、胸部レントゲン検査を本市は無

料で実施しておりますけれども、一部住民に負担を求めておるとい

う実態もございます。その実態は一概に比較できない状況にあるも

のと考えております。 

ＣＴ検査における補助制度につきましては、さらなる情報収集を

行い、研究を行ってまいりたいと考えております。 

以上です。 
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○教育長 長谷川義高 教育長 再質問答弁 

 再質問についてお答えします。 

まず、山梨県においては、がん対策推進条例が制定されており、

その趣旨の１つであるがん教育の推進については、今後、本市も力

を入れていかなければならないと強く考えております。御質問のよ

うに、現場のドクターを講師に招いて、医療現場を背景にして専門

的な立場からがんに対する知識やがん予防について児童生徒に教え

ていただくということも、がん教育の１つの有効な手法であるとは

思いますが、先ほど御答弁申し上げましたように、今後、国や山梨

県においてもさまざまな取り組みがなされてくるものと思われ、あ

わせて、次期学習指導要領の改訂の際には、がん教育の新たな内容

や手法も示されてくるものと考えられますので、今後、これらの動

向も注視する中で、子供たちがみずからの命を大切にして、生涯に

わたって健康的な生活が送っていけるよう、学校現場におけるがん

教育への効果的な取り組みについては、さまざまな視点に立って 

検討してまいりたいと考えております。 

以上であります。 
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○佐野弘仁 再々質問・要望 

 それぞれ詳細な御答弁、ありがとうございました。 

特にがん教育につきましては、前段から前向きな御答弁、ありがと

うございます。２項目、先ほどの御答弁にて内容は承知をいたしま

した。最後に要望を付して、本項目を閉めたいと思います。 

ＣＴ検査は、今後、社会的ニーズと必要性が出てくるものと、私見

ですが、考えています。また、がん教育については、国も全国の先

進市で、がん治療の第一人者の先生方が率先され、がん予防、検診

の重要性を教える活動を開始されている現状であります。今、がん

は２人に１人が罹患している病気です。本市として必要ながん予防

対策は、小さいころからのがん教育と、大人へは精度の高い検診に

よる早期発見の２本立てとして、予防教育と早期発見体制の構築で

がん予防対策に取り組んでいただきたいと考えます。大事な市民の

健康と命を守る検診につきましては、必要に応じ、今後は見直しも

随時進めていただきたいことを要望しまして、質問を閉じ、次に移

らせていただきます。 
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○「防災・減災の観点からの流域治水対策に  

ついて」 
 
 本質問は、2011年に 1度、ゲリラ豪雨対策として、本会議にて質問を行いましたが、
改めて甲府市国玉地域住民の方々、また自治会役員の皆さんからの市民相談から

の案件で的を絞り、再度質問をおこないました。本会議では持ち時間が少なくなって

しまった事から、再質問が出来ず要望に留めてしまいましたが常任委員会にて残りを

質問致しました。 
 過日は市当局の職員を始めとして、市長も当該現場である流域を視察されるなど、

流域治水も含めた河川改修・改善へ向けて推進されている動きが有る事を知り、  

非常に嬉しく有り難い事と思っています。 
 なお、本質問を行うにあたりまして山梨大学の先生にもご助言を戴きました事につ

きまして、衷心より御礼申し上げます。今後も官学一体の道筋も推進できるように微

力ながら尽力致します。 
 

４番目に、防災・減災の観点からの流域治水対策について質問  

いたします。 

２０１２年９月本会議にてゲリラ豪雨対策についての質問をいた

しましたが、当局からの御答弁で、流域全体での治水対策として、

雨水の流出を抑制することが重要といただきました。昨今の豪雨被

害を鑑み、現地調査や諸先生からの助言をいただきまして、今本会

議において、改めまして、この流域治水対策について特化して質問

をさせていただきます。 

２０１１年９月２１日に甲府市周辺に台風により降った雨の  

影響で、甲府市東部の国玉、玉諸地域の野間川に雨水を集中させ、
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地域に浸水被害をもたらしました。 

このときの１時間雨量は２２ミリと、昨今のゲリラ豪雨とは  

比較にならないほど少ない雨量でした。浸水が発生した要因として

考えられることは、周辺の雨水や国道２０号線の側溝からも流れ 

落ちる雨水が一極集中してしまい、河道の排水能力を超えてしまっ

たものと推測できます。 

ウェザーニューズによると、昨今問題となっている一極集中の 

ゲリラ豪雨発生回数も、今２０１３年度は全国で昨年比２．７倍  

あり、８月下旬から９月にかけて一時的に太平洋高気圧が弱まる 

ことで、発生頻度も高まるそうです。きょうまで甲府市には発生が

ないことで安心と考えられがちですが、被害が出た２０１１年も 

２０ミリ以上の発生は８月１回、９月２回と、同じように発生は  

９月が多く、この時期、台風の発生も多くなることと重なれば、  

浸水被害への不安は尽きないものと考えられます。 

浸水を防止するには、排水を促進する河道改修を行うことが先決

なのは当然でありますが、甲府市内では用地買収等のおくれなどで

工期が延びているのが現状であります。 

このような川幅を広げられないことが主な原因となり、浸水被害
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発生が高い現状を鑑みれば、対策の１つ目として、自治体に対して

行われる国の補助や租税特別措置などを使い、当該地域にある市施

設に、流域治水の対策として貯留、浸透の施設をまず設置して対応

することが先決だと考えます。 

２つ目として、貯留、浸透の検証データを確認し、効果の判断が

出れば、該当する地域の各家庭にもこの効果のある方式で流域治水

の対策を甲府市と一緒に行ってもらうことが、重要な流域治水での

浸水被害防止の鍵であると考えます。 

浸透貯留補助を出している二、三の自治体の効果を確認して  

みれば、この施策は一定の効果を生んでいることが確認されて  

います。このことからも、他自治体と同様に補助を行って対策を促

進し、いずれかの手を打たなければ、浸水被害への未然防止がおく

れてしまいがちであります。 

他自治体で効果が確認されていることであるならば、これらの 

流域治水対策は現実的な施策だと考えられます。 

しかし、このような補助拡大を行う前には、まず詳細な調査が  

必要です。雨水を地下にしみ込ませてもよい地域なのか、それとも

一旦タンク等へ貯留してから時間差で川へ流す方法がよい地域なの
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か、これら判断指標を得るためにも、甲府市内全地域の地下水水位

等を含めた地盤調査を行うことは先決だと考えます。 

さらに重ねて言えば、従来のスキームにのっとって行う川幅の 

拡幅改修工事は遅延のないように行うのは当然ですし、いざ水害発

生というときに重要な役割を担う排水機場の整備もさらに重要だと

考えます。したがって、浸水被害への恒久的な対策は、流域治水と

既存インフラ整備もセットにして同時進行で進めることも重要だと

考えております。 

そこで質問いたします。流域治水対策は喫緊の課題であると考え

ます。そこで、貯留や浸透に適した地盤かを判断するため、市内地

盤の浸透機能調査をまず行い、それぞれの施策実行がどの地域で可

能かを判断する調査が必要であると考えます。当局の御所見をお聞

かせください。 

２番目。本市として河道拡幅のおくれによる浸水被害への防止 

対策をおくらせるわけにはいかないと考えます。過去、仮庁舎にも

設置されていた浸透ますなどのように、大きな面積を有する既存や

新規の市施設に対し、効果のある貯留や浸透、いずれかの方式での

流域貯留浸透事業を行うことは必要と考えます。当局の御見解を 
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お示しください。 

 

○都市建設部 長田孝文 部長 答弁  

防災・減災の観点からの流域治水対策についてお答えをいたしま

す。 

最近の地球温暖化の影響と思われる台風の大型化、ゲリラ豪雨と言

われる集中豪雨の発生頻度の増加は、市民生活に大きな脅威となっ

ております。 

このような気象状況に加え、宅地化の拡大により雨水がたまる場所

が減少し、地域に降った雨が一気に河川に集まり、洪水を引き起こ

す可能性が高まっています。 

このことから、本市では、建設部において、歩道改良事業の中で浸

透性舗装を採用した事業を進めており、また、他部局における雨水

対策事業もあわせ、流域治水対策を講じている状況であります。 

このような中、本市では、山梨大学及び山梨県と連携し、雨水の貯

留や浸透により洪水被害を抑制する流域治水についての調査研究を

行う検討会を平成２３年度より始めたところであります。 

雨水貯留、雨水浸透施設につきましては、設置する場所の地下水位

等の地質条件により、効果に大きな違いが生じることから、市内の
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地盤浸透機能調査につきましては、この検討会の中で協議をしてま

いります。 

また、モデルケースとして、山梨県において、昨年から県立甲府東

高等学校グラウンドに建設していました流域貯留浸透施設が、今年

度、完成する予定となっていますことから、引き続き、この施設の

検証を進めながら、市有施設への設置も含め、新たな場所への可能

性につきましても、山梨県及び関係機関と連携し検討してまいりた

いと考えております。 

以上でございます。 

 

○佐野弘仁 再質問・要望 

詳細な御答弁、大変にありがとうございました。 

最後に要望を付して終わらせていただきたいと思います。 

２０１１年６月に公明党として議員立法提出にて、衆参両議院で雨

水の利用の推進に関する法律案が可決され施行されております。ま

た、国土交通省の雨水貯留浸透施設設置に関する地方自治体の補助

金交付制度事例一覧を確認すれば、既に１０２の基礎自治体にて補

助が実施されております。 

このように、先進市事例が多いこととともに、今後の豪雨発生がふ
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えると予測されていることから、本市としても他自治体と同様に補

助施策を行うべきではないかと考えます。 

今後は、台風も含め、ゲリラ豪雨等の一極集中型豪雨発生頻度は、

データから、環境の変化予測から高くなるものと考えます。河道改

修も進めながら、今後はぜひとも市民にも協力していただき、甲府

市はともに連携協働してできる補助拡大を充当し、さらなる安全・

安心となる施策を行っていただくよう切に要望しまして、質問を閉

めさせていただきます。 

 
 

以上、全問、４項目につきまして、公明党の一般質問を終わります。

長時間にわたり、御清聴感謝いたします。大変にありがとうござい

ました。 


